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斜面市街地の実態からみた居住地としての持続可能性に関する研究

一長崎市の斜面地を対象として一

Discovery of Sustainability in Sloping Lands as Residential District 

一一 CaseStudy on Nagasaki City’s Sloping Urban Area -

金ドン均＊，有馬隆文＊＊

Donggyun KIM and Takafumi ARIMA 

Recently in Japan, regional hub cities wi出 manyslopes have various urban problems such as depopulation and increase of 

vacant houses. This paper, taking Nagasakiぉ arepreserr白tiveof such cities, analyzed the actual situation of residents and the 

physical environment which influences relocation of residence by GIS. Also, a questionnaire survey was conducted in order to 

analyze血eresidents' opinion. As the result, the existence of roads for c訂 sinfluences to the current condition of residences and 

their relocation.百ieanalysis also revealed that various private and public projects to improve the residential environment have 

been implemented in Nagasaki, and the residents have certain amount of satisfaction about living on sloping lands in the points 

of rich landscape and cozy community. All in all, it is implied that sloping lands have sus旬inabilityas a residential紅白．

Keywords: Slope City, Physical Environment, Resident Awareness, Effort 

斜面市街地，物的環境，住宅更新，居住者意識，取り組み

1.はじめに 退させずに持続させるととは急務であると考え，斜面

1. 1研究の背景 市街地の居住実態や住環境の課題を把握し，斜面市街

日本に形成されている多くの斜面市街地は本格的な車 地が持つメリットを活かした適切な対策の確立が必要で

社会の浸透以前に無秩序に広がり，道路などの基盤施設 ある．

の整備が十分にできなかった． また，平坦地と比べ高 1. 2研究の目的

い工事費，接道条件などにより，建物や敷地の更新な 本研究では，長崎市の斜面市街地を対象として，斜面

どが難しいため，建築物の老朽化が進行しおり，都心 市街地の物的環境が建物・敷地の更新に与える影響を分

部や平坦地への人口の流出や高齢化に伴って空き家や空 析し，斜面地居住の持続に向けた取り組みに関する調

き地の増加が進んでいる．また，転出先から生まれ故 査を通して，斜面市街地の実態や課題を浮き彫りにし，

郷に戻る Uターンの割合が高まっているが，斜面市街 居住地としての持続可能性を明らかにすることを目的と

地より郊外の平坦地への移住が多いという現状がある． する． 尚，本論の持続可能性とは「これまで斜面市街

その一方で，斜面市街地は平地と比べて大規模開発が 地に形成されてきた住宅地を継続的に持続させる要件と

少ないことから地域の歴史を残しており，ダイナミッ 物理的環境を明らかにするとともに， これらの現況を

クな景観とヒューマスケールな町の構造， さらには濃 把握することによって，明らかとなる住宅地存続の可

密なコミュニティを有する魅力的な地域であるといえ 能性Jを示す．

る．また，斜面地では大きな敷地の確保が難しいため，

商業・業務系施設は斜面地の麓の平坦地に集中し，都 2.長崎市斜面市街地の現状と対象地の選定

市全体としてメリハリのある土地利用が形成されるとと 2. 1長崎市の斜面市街地の現状

もに，斜面地では道路や駐車場の整備が十分に行えな 長崎市では，標高 20m以上かつ勾配5度以上（図 1)

いことから， 自家用車所有の割合が低く，徒歩や公共 の地域を斜面地と指定しており，市街地面積（3900ha)

交通利用の割合が高く，環境にやさしい地域であると の70覧以上が斜面地になっている．そのため，平坦地

いえる． が非常に少なく，その少ない平坦地も事業所や商業施

以上のように，魅力ある特徴を有する斜面市街地を衰 設など生産性の高い用途で占められ，高度成長時代に

＊都市共生デザイン専攻博士過程 斜面地が居住の場として求められたことにより，現在

林都市・建築学部門 の斜面市街地が形成された．
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2.2対象地の選定

長崎市は他の都市より，斜面地の面積が非常に広く，

早くから斜面市街地の再生のため公共の地区施設整備と

民間の共同建替え事業など様々な取り組みを行ってきた

歴史があり， 日本の斜面都市の中でも種々の先進事例

を有することから，本研究で対象とした．

対象地は長崎市の全斜面地の中で，人口密度が平均

以上の地域を抽出し， 国勢調査のデータ（Hl2年一 H22

年）を用いて，年平均人口増加率 1）と年平均世帯数増

加率を算出し，①人口増加率が最も高い立山 4丁目（約

2. 12見），②人口減少率が最も高い東山町（約－4.16覧），

③世帯数の増加率が最も高い坂本 3丁目（約 3.24覧），

④世帯数の減少率が最も高い東山手町（約一4.03同）の4

地域とした（図 2).

3.対象地の現状

長崎市の統計データを用いて対象地の人口や世帯数の

変化を把握するとともに，対象地の建物・敷地の更新

状況に関する現地調査 3）を行った．

3. 1人口及び世帯数

国勢調査（Hl2年－ H22年）を基に対象地の人口変化及

び対象地の世帯数変化を図 4と図 5に示す．立山 4丁目

はH17年から人口や世帯数が増加しており，坂本 3丁

目はH17年から人口と世帯数が減少傾向にあった． ま

た， 東山町と東山手町は毎年人口と世帯数の減少が急

速に進んだ．年平均人口増加率が最も高い立山 4丁目

は建築確認申請時提出の建築概要書 4）によると，立山
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4丁目は H15年度から H25年度まで新築の物件の 2件し

かなく，その中の l件は H19年度に建てられた大きな

マンションであり，図 2のように Hl9年から人口や世

帯数が増加している．そのため，立山 4丁目の人口増

加は対象地内に建てられた大きなマンションの影響が大

きいと考えられる．

3.2建物・敷地の更新

現地調査の結果を元に，住宅・敷地の更新状況を表 1

にまとめ，立山 4丁目を例として図 6に示す．全対象

地の建物は 78拡が木造で最も多く，病院や学校など公共

施設以外ば殆どが木造であることや空き家よりも空き地

が多い． また，人口や世帯数の増加している地域でさ

え，空き家と空き地が分布し， これらの地域では人口

や世帯数が減少している地域よりも新築と建替え， リ

フォームの件数が多い．

3.3道路の分布と指定

現地調査によると，全対象地に共通する点として，対

象地内は多くの道路が分布している．一方で，多くの

道路が階段とスロープであり，車両の進入が可能な道

路は少ない． また，長崎市所有の GISデータ 2）から対

・象地の道路指定現状を把握した結果， 図7のように多

くの道路が 2項・ 3項・特定道路に指定されていること

がわかった．尚，道路は以下のように指定されている．

1項道路：建築基準法第42条第 1項 3号の規定により，

250 
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図7道路指定現状

。 戸市－一一一 一一寸~ー一一

立山斗丁目 坂本3γ呂 東山手町 東山町

国建替え可癒建替え不可

図8道路の指定と建物・敷地更新可否

建築基準法上の道路とみなされる道（幅員組以上の道

を指す．）

2項道路（3項）：建築基準法第 42条第2項，3項の規定

により，建築基準法上の道路とみなされる道（幅員4

m未満の道路であり，建築基準法施行前から使われてい

た既存道路で，長崎市が道路として指定した道を指す．

尚， 2項と 3項道路の違いは，道路中心線からの後退距

離の違い）

特定道路：長崎市では建築基準法第 43条ただし書きの

規定に基づいて指定する道（建築基準法第 42条に規定

する道路に面してない敷地で、あっても，敷地の周囲の

状況及び建築物の条件により，建築を許可できる場合

があり，この許可を与えられた道を指す）

4.周辺環境と住宅の更新

住宅周辺の物的環境が住宅更新に与える影響を把握す

るため，住民と長崎市役所へのヒアリング調査から道

路，商業施設，小学校の近接性が重要という意見を得

られた．また，現地調査からは，空き家・空き地は集

塊的に分布している傾向がみられたため， これらの物

的環境が建物・敷地の更新に与える影響を分析した．

立山4丁呂 坂本3丁目 東山手町 東山町

磁全空き家－~き地 園建替え不可の空き家・空き地

図10建替え不可能な建物・敷地の更新
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4. 1道路

4. 1. 1道路の指定

一般的に斜面市街地では4~以上の道路が少なく、建

築基準法の接道条件に満たさないケースが多く，建物

や敷地の更新が難しいと思われる． しかし，長崎市で

坂本3丁目

。佑羽田叩

図11
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図 13車道と建物・敷地の更新

は斜面市街地である多くの道路（4m未満）を2項・ 3項

又は特定道路に指定され，4m未満の道路に面している建

物・敷地でも更新が可能な地域が多い． そのため，表

2が示す通り建築基準法の接道条件が原因で新築や建替

えが不可能な地域は少ない． このことは坂本3丁目の

対象地内の道路指定の現状（図的を例に挙げてみても

明らかである．一方で，図 10で示すように接道条件に

より，建て替えが不可能な空き家、・空き地の割合は少

ないことから、接道条件による新築や建替えの可否が空

き家・空き地の増加に与える影響は少ない．

4. 1. 2車両の進入可否

現地調査によると対象地内には車が通れる道路が非常

に少ない．一方，図 11のように車が通れる道路の周辺

では新築・建替えの物件が分布しており，現在道路の

整備が行われている地域では新築物件が多く見られた．

また， 図 12と図 13のように空き家・空き地は車が通

行できない地域に多く分布していた．以上のことから

車両進入の可能な道路の有無は建物と敷地の更新に影響

を与えていることが分かつた．

一方，車両進入可能な道路の有無は生活の利便性に大

きく関わる上，斜面市街地の地形的特性により高くな

る工事費にも影響を与えているといえる．実際，長崎
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市役所と居住者へのヒアリングによると，車両の進入

が難しい地域では，新築や解体などの際に発生する高

い工事費により，住宅の老朽化が進行し維持管理が困難

となり，老朽化した建物や土地を市へ寄付するケース

が増加している．

4.2小学校

斜面地では人口減少により，小学校の統廃合が行われ

ている地域が多い．東山手町と東山町は大浦北小学校

の廃校により，小学校へのアクセスが非常に不便な状

況である．図 14をみると，東山手町と東山町に比べ，

小学校が近接している坂本3丁目と立山 4丁目では『0
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図17空き家・空き地の密集

- 15歳人口』が非常に多い．また，東山町では大浦北

小学校が廃校された 2007年から『0- 15歳人口』が急

速に減少しており， 図 15のように大浦北小学校周辺に

は空き家と空き地の分布が多い． また，居住者へのヒ

アリングにより，坂本 3丁目では坂本小学校周辺に，

若い世代の家族が増加している．

4.3商業施設

対象地の中では商業施設が殆どなく，長崎市では多く

の商業施設が平坦地に位置している．そこで長崎市の

大型小売店総覧のデータから対象地周辺の大型小売店を

調べ，対象地の中心部からのルートや所要時間を調べ

た結果，各対象地から徒歩や公共交通により 20分程度

でアクセス可能な施設が多いことが明らかになった（表

3）.そのため，斜面地では商業施設が住宅・敷地の更新

及び人口増減に与える影響は少ないと考えられる．

4.4空き家・空き地の密集

現地調査から，現在斜面市街地にある空き家・空き地

は殆どが管理されずに放置されている状況であり，放

置されている空き家・空き地は町全体の景観のレベルを

低下させ，周辺の住宅に草やゴミの放置など様々な悪

影響を与えていた． また，これらの放置されている空

き家からの出火が原因で，周辺住宅を延焼する事件が

増加していることがわかった．以上のことから，図 16,

図 17のように放置されている空き家・空き地は隣接し

ている傾向がみられており，他の空き家・空き地を生

み出す可能性が高いと考えられる．

図18 斜面地の良さ 図19 斜面地の不便さ
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4.5小括

斜面市街地では地形的な特徴により，物的環境が建

物・敷地の更新に大きな影響を与えていることが明らか

になった．特に，車両の進入可能な道路は大きな影響

る可能性が高いと考えられる．また， アンケート調査

では『市への寄付』が 2指しかないが，市役所へのヒア

リングによると建物や土地の寄付の希望が増加している

ことから，今後空き家及び空き地はさらに増加すると

を与えている．一方，接道条件により建物・敷地の更 予想できる．

新が難しいため，長崎市では道路の指定により建物・ 5.3小括

敷地の更新が可能な状況である． しかし，建替えや新 アンケート調査の結果，回答者は高齢者の割合が 66話

築が進んでないことは学校への不便なアクセス，周辺 で高く，高齢者は『上下移動』に不便さを感じている．

に放置されている空き家・空き地，更新に掛かる高い 一方、『生活道路』や『公共交通施設』の不足に関して

工事費などの影響もあることがわかった． 日 は不便さを感じている人が少なく，特に高齢者と比べ

若い世代において住み続けたいと思う人が多い．

5.居住者の意識と今後の意向 一方で，経済的な理由から建替えや改修の希望者は少

斜面市街地居住者の意識や今後の意向を把握するた なかったが，その経済的な理由の中には 4.1. 2で述べた

め，アンケート調査を行い，その結果を図 18－図 21に 斜面市街地での高い工事費の影響も大きいと考えられ

示す． 尚，アンケートは訪問調査により. 100部の回 る．また，接道条件は殆ど影響してないことが明らか

答を得た． になった．

5. 1斜面地に対する意識

回答者の年齢は60歳以上の高齢者が 66見で最も多く，

世帯の構成は『夫婦のみ』が 34覧と『子供と同居してい

6.居住の持続に向けた取り組み

長崎市斜面市街地で行われている居住者の生活を支え

る2世帯』が 35覧で多い．また，住み始めのきっかけ るための様々な取り組みの実態と課題を把握するため，

としては『実家だから』が 24%で最も高く，他地域か インターネット 5）や文献により予備調査を行い，現在

ら転入した場合，転入した理由は『低廉な地価』が 19覧 長崎市の斜面市街地で行われている取り組みを調べた上

で最も高い．居住者が感じる斜面地の良さは『景観』 で，長崎市役所と運営者などの各取り組みの主体。への

が 33見で最も高く，『近隣とのコミュニティ』が 15覧で

ある（図 18). また，斜面地での不便さは年齢に関係

ヒアリング調査により取り組みの現状を把握し，それ

らをに大きく①住宅や敷地の更新，②斜面地での移動，

なく，『坂の上下移動』が 36覧で最も高く，『防災的な ③買い物のサポートの 3つに分類した． また，ヒアリ

t 不安感』は 11%である．一方，『道路の不足』や『公 ング調査の結果をまとめ，運営や維持にかかる課題を

共交通施設不足』に対しては不便さを感じる人が少な 把握した．

い．（図 19) 6. 1建物・敷地の更新

5.2今後の意向 現在，長崎市では斜面地での老朽化住宅や管理が難し

5. 2. 1建替え及び改修

建替え及び改修の希望は年齢と関係なく，『なし』が

い空き家などの整備のため，行政の取り組みとして空

き家・空き地の市への寄付制度や老朽危険空き家除却費

74弘で多い．その理由としては『現状に満足しているか 補助金制度などが行われている（表 3).

ら』が 35拡で最も高く，『経済的な理由』が 33弘である． 1）老朽危険空き家対策事業

その一方で，『接道条件により建替えが難しい』は同 この事業は長崎市が行っている事業で地域の防災や防

で殆ど無い． 表3建物・敷地更新に向けた取り組み

5.2.2居住の持続意向

今後も住み続けたい左思うかという質問に対しては，

『住み続けたい』が 69%であり，『住み続けたくない』

は30%である．また，年齢別分けてみると，高齢者以

外が高齢者より現状に満足しているため『住み続けたい』

と思う人の割合が高い．（図 21)
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5.2.3住宅の所有権 表4移動支援の取り組み
持ち家に居住している回答者の中で，，今後の住宅の所

有権に関しては，『相続』が 36覧で最も高く，そのう

ちの 67誌の世帯の構成が『子供と同居している 2世帯』

で最も多い．世帯構成が『夫婦のみ』や『一人暮らし』

の場合，『まだ、考えてない』が多く，今後空き家にな
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複数の地権者が土地・建物を共同で利用して建嘗事業を行うやり方

老朽住宅の建替えや、生活道路の艶備などを進めるために、建霞す

る共同住宅

接道条件により、建物や敷地の吏訴が鑑しい地援で‘建物や敷地の

更新ができるように3項道路や特定道路などの指定する〆
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犯などのために空き家を解体し，公共空間を確保する 型リフトは利用者が限られており，一部地域ではその

事業である．長崎市の既成市街地において，所有者が 利用者も少ないのが現状である． しかし，斜面地が居

土地及び建物を長崎市に寄付又は無償譲渡し，解体後は 住地として持続するためには，若い世代の流入に向け

公園などに整備され， 日常の維持管理を地元の住民が た取り組みが必要である．

行う．市役所へのヒアリング調査の結果によると建物や 6.3買い物のサポート

敷地の寄付理由の中には①不動産としての価値が低い， 斜面市街地では商業施設が殆どなく，買い物などが難

②管理ができない，③税金の問題が多かった． またー しい状況である．そのため，長崎市では民間や個人に

方で，長崎市では寄付希望者が毎年増加しており，そ より配達サーピスや移動販売システムなどのサービスが

の管理や整備にかかる財政的な問題が起きていることが 行われ，居住者の生活利便性を高め，斜面市街地の居

明らかとなった．そのためi財政負担を低減するため 住者の生活を支えていることが移動販売者と利用者への

の寄付物件の新たな用途や整備手法を考える必要があ

る．

2）老朽危険空き家除却費補助金

平成 23年度から行われでいる制度で，老朽危険空き

家の解体費用を最大 50万円を補助することで，安心・

ヒアリング調査で明らかとなった．しかし，それらの

販売場所は暫定的に個人所有の駐車場を間借りしていた

り、時間が決まっていなかったり、特定の地域だけに限

られていたりしていた． そのため今後，移動販売など

民間企業や個人による斜面地居住者向けのサービスが広

安全な住環境づくりを促進する目的がある．しかしこの 範囲で展開できるようにするために，行政が場所の提

制度には建物の除却後，新たな建物を建てない場合， 供などの支援することで持続可能な斜面地居住へ向けた

除却以前より土地にかかる税金が上がるという問題があ

る．そのため今後は制度の改善により根本的な問題の解

決が必要で、ある．

6.2斜面地での移動支援

取り組みの 1つになると考えられる．

7.まとめ

本研究では，長崎市斜面市街地を対象として斜面市街

長崎市では斜面市街地での上下移動が不便な高齢者 地の実態を把握した上で，周辺の道路や小学校などの

や交通弱者のため，行政が小型リフトや斜行エレベー 物的な環境が建物・敷地の更新及び分布に与える影響を

ターなどの移動支援施設を設置している他，乗り合い 分析した．また，居住者の意識や今後の意向を把握す

タクシーや小型パスを民間に委託し運営したり，民間共 ることにより次のことを明らかにした．

同で建てられたコミュニティ住宅のエレベーターを地域 ・斜面地の住宅・敷地周辺の物的環境は建物・敷地の更

住民にも開放することにより斜面市街地での上下移動を 新に影響を与えている．特に，車両の進入可能な道路

支援している（表4，写真2). しかし，乗り合いタク の有無は大きな影響を与えていると考えられる．

シーや小型パス事業では，安い運賃や人口の減少に伴 ・現在長崎市の斜面市街地では 4m未満の道路でも 2項

う利用者の減少などから，財政的に厳しい状況で運営 や 3項又は特定道路の指定されており，建築基準法の

している． 接道条件を満たさない建物・敷地でも更新可能な状況で

また，現在行われている取り組みは現状維持のための ある．そのため，接道条件は建物・敷地の更新に殆ど

ものが殆どであり，高齢者や交通弱者向けの取り組み 影響しない．

が多く，若い世代向けの取り組みは少ない．実際，小 ・斜面地の居住者は現状に満足し，今後も住み続けたい

J一一一一－＂＂~·· と思っている人が多い． また，多くの人が車道の不足

写真2取り組みの写真

査証誕

写真3寄付された物件の整備前後

に関して不便さを感じてない．

－行政やNPO，民間企業などにより，持続可能な居住地

に向けた様々な取り組みが行われている．その一方，各

種取り組みには財政的な問題や対象者が一部に限られてい

る問題などの課題も多い．

注

1）年平均増加率＝r，最初年度のデータ＝A1，最終年度の

データ＝An, A1(l+r）《（n-1)=An, r= (n-1) root (A/ A1) 

2）長崎市建設局建築部指導課，道路指定図（H24年 11

月 1日更新，S=l/1000)

3）新築や建替えは居住者への、ヒアリング又は調査員の

目視で判断し，空き家は電力量計により判断
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4)H15年度－ H25年度の 10月（市役所への提出用、民

間企業への提出用）

5）長崎市役所ホームページ（http://www. City. 

nagasaki. lg. jp／），長崎市斜面市街地研究会ホームペー

ジ（http:I /www. shamenke広島／）

6）長崎市まちづくり推進室、長崎大学大学院水産・環

境科学総合研究科杉山和一准教授、長崎市斜面市街地研

究会
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